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「指定居宅介護支援事業所」重要事項説明書 

 

 

１．事業者 

法人の名称 社会福祉法人清風会 

法人の所在地 〒290-0053 千葉県市原市平田 1428番地 

代表者氏名 理事長  山﨑 雅胤 

電 話 番 号 0436-25-5733 

 

２．事業所の概要 

事業所の名称 居宅介護支援センターぬくもり 

事業所の所在地 千葉県市原市平田 1428番地 

事 業 の 種 類 居宅介護支援事業 

事 業 所 番 号 千葉県指定 1272401025 号 

 

３．事業の目的及び運営の方針 

(１) 事業の目的 

事業所の介護支援専門員が､要介護状態にある利用者に対しその有する能力に応じて､

可能な限り自立した日常生活を営むことができるよう適正な居宅介護支援を提供す

る事を目的とします。 

(２) 運営方針 

１．事業所の介護支援専門員が､要介護状態にある利用者に対しその有する能力に応

じて、自立した生活を営むことができるように配慮して居宅介護支援に努めます。 

２．事業の実施に当たっては､利用者の心身状況やその環境に応じて利用者の意向を

尊重し､適切な介護サービスが多様な事業者から総合的かつ効率的に提供される

よう配慮して行います。 

３．利用者の意志及び人格を尊重し､特定の種類又は特定の居宅サービス事業者に不

当に偏ることのないよう公正中立に行います。 

４．関係市町村､地域包括支援センターや医療機関、居宅介護支援事業者、居宅サー

ビス事業者、介護保健施設等との連携に努めます。 

 

４．職員の職種､人数及び職務内容 

管 理 者 １名（兼 務） 事業所の従業員及び業務の管理を総括します。 

介護支援専門員 １名（兼 勤） 
居宅介護支援の提供に当たります。（管理者が兼

務） 

 

５．通常の事業実施区域 

市原市内 ・ 千葉市東南部地域 ・ 袖ヶ浦市北部地域 

 

６．営業日及び営業時間 

営 業 日 月曜日から金曜日 

営業時間 ８時３０分 から １７時３０分 まで 

休 業 日 土・日曜日、１２月３１日から翌年の１月３日まで 
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７．担当職員 

(１) 担当職員は､介護支援専門員の      です。 

(２) 担当職員は､身分証明書を携帯していますので､必要な場合はいつでもその提示を求

めてください。 

(３) 担当職員の配置換えや退職など正当な理由がある場合は､やむを得ず担当職員の変更

をする事があります。 

(４) 担当職員は､厚生労働省令で定められた試験に合格し､所定の研修を終了した介護支

援専門員です。 

 

８．居宅介護支援の利用申込みから介護サービス提供までの主な流れ 

(１) 利用者から事業所へ居宅介護支援の利用を申し込みます。 

(２) 事業所の介護支援専門員が利用者のお宅へ訪問します。利用者の心身状態やその環境

等を調査し､可能な限り自立した日常生活が営むことができるように解決すべき課題

を把握･分析します。課題分析の方式は､居宅サービス計画ガイドライン(全国社会福

祉協議会監修)により行います。また居宅介護支援の重要事項の説明や契約を行いま

す。 

(３) 利用者や家族の方が､どのような介護サービスをどの程度の頻度で利用したいのか希

望をお伺いします。その際に、当該地域における指定居宅サービス事業者に関するサ

ービスの内容、利用料等の情報、複数事業所を適正に利用者及びその家族に文章や口

頭での説明を懇切丁寧に行います。 

(４) 当事業所の居宅サービス計画の地域密着型通所介護、通所介護、訪問介護、福祉用具

貸与の利用状況を、【重要事項説明書 別紙】を参考にし、口頭で説明を懇切丁寧に行

います。 

(５) 解決すべき課題や利用者や家族の希望を考慮し、また必要に応じて主治医に意見をお

尋ねしたり､居宅サービス担当者会議で連絡調整をしたりするなどして､利用者に適

した｢週間計画票｣及び１ヶ月単位の介護サービスの計画である「サービス利用票(居

宅サービス計画)」を作成します。また介護サービスを利用された際に利用者が負担

することとなる利用料の内訳を「サービス利用票別表」を作成しますので併せてご確

認の上､ご了解をいただきます。 

(６) 「サービス利用票(居宅サービス計画)」に基づき、介護サービスが計画的に提供され

ます。 

(７) 介護サービス提供後も介護支援専門員が継続的に利用者の心身の状況や介護サービ

スの実施状況を把握します。 

(８) 利用者が居宅サービス計画の変更を希望した場合､又は事業者が居宅サービス計画の

変更が必要と判断した場合は､利用者の合意をもって変更します。 

(９) 末期のがんと診断された場合であって、日常生活上の障害が１ヶ月以内に出現すると   

主治の医師等が判断した場合、利用者又はその家族の同意を得た上で、主治の医師等

の助言を得ながら、通常よりも頻回に居宅訪問（モニタリング）をさせていただき、

利用者の状態やサービス変更の必要性等の把握、利用者への支援を実施します。その

際に把握した利用者の心身の状態を記録し、主治の医師やケアプランに位置付けた居

宅サービス事業者へ提供することで、その時々の状態に即したサービス内容の調整等

を行います。 

（１０）「居宅サービス計画」の作成の他､利用者の依頼により次のサービスを提供すること 

ができますので､お気軽にご相談ください。 

① 利用者の依頼により市町村の窓口に要介護認定に関する申請(新規・変更･更新)

を代行します。代行にあたっては、手続き上､利用者の被保険者証をお預かりする
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ことになります。 

② 利用者の依頼により市町村の窓口に「居宅サービス計画作成依頼書」の提出を代

行します。 

 

９．介護保険施設の紹介 

利用者が居宅において､日常生活を営むことが困難となったと認められる場合又は利用

者が介護保健施設への入院又は入所を希望する場合には､介護保健施設への紹介その他

の便宜提供を行います。 

 

１０．居宅介護支援の内容及び利用料 

要介護度区分 
 

 

取扱い件数区分 

要介護１・２ 要介護３・４・５ 

介護支援専門員１人に当りの

利用者の数が 45人未満の場合 

 

居宅介護支援費Ⅰ 

10,860円 

居宅介護支援費Ⅰ 

14,110円 

居宅介護支援事業所の所在す

る建物と同一の建物、同一の

敷地内の建物に住む利用者、

利用者が１月当たり20人以上

サービスを利用している場合 

居宅介護支援費Ⅰ･同 

10,320円 

居宅介護支援費Ⅰ･同 

13,400円 

 

 
加  算 加算額 算定要件等 

要
介
護
度
に
よ
る
区
分
な
し
・
但
し､

全
額
保
険
給
付
さ
れ
ま
す 

初回加算 3,000円/回 

新規に居宅サービス計画を作成する

場合要支援者が要介護認定を受けた

場合に居宅サービス計画を作成する

場合 

要介護状態区分が２区分以上変更さ

れた場合に居宅サービス計画を作成

する場合 

入院時情報連携加算（Ⅰ） 2,500円/月 

入院後、介護支援専門員が、当該病

院又は診療所の職員に対して必要な

情報を、3 日以内に提供を行った場

合 

入院時情報連携加算（Ⅱ） 2,000円/月 

入院後、介護支援専門員が、当該病

院又は診療所の職員に対して必要な

情報を、7日以内に行った場合 

退院・退所加算（Ⅰ）イ 4,500円/回 

退院等に当たって病院職員等から必要

な情報をうけて、居宅サービス計画を

作成し居宅サービス等の利用に関する

調整を行った場合。カンファレンス参

加 無 

（連携：1回目） 
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退院・退所加算（Ⅰ）ロ 6,000円/回 

退院等に当たって病院職員等から必要

な情報をうけて、居宅サービス計画を

作成し居宅サービス等の利用に関する

調整を行った場合。カンファレンス参

加 無 

（連携：2回目） 

退院・退所加算（Ⅱ）イ 6,000円/回 

退院等に当たって病院職員等から必要

な情報をうけて、居宅サービス計画を

作成し居宅サービス等の利用に関する

調整を行った場合。カンファレンス参

加 有 

（連携：1回目） 

退院・退所加算（Ⅱ）ロ 7,500円/回 

退院等に当たって病院職員等から必要

な情報をうけて、居宅サービス計画を

作成し居宅サービス等の利用に関する

調整を行った場合。カンファレンス参

加 有 

（連携：2回目） 

退院・退所加算（Ⅲ） 9,000円/回 

退院等に当たって病院職員等から必要

な情報をうけて、居宅サービス計画を

作成し居宅サービス等の利用に関する

調整を行った場合。カンファレンス参

加 有 

（連携：3回目） 

通院時情報連携加算 500円/回 

利用者が病院または診療所において医

師又は歯科医師の診察をけるときに介

護支援専門員が同席し、医師又は歯科

医師等に対して当該利用者の心身の状

況や生活環境等の必要な情報を提供を

行うと共に、医師から必要な情報の提

供を受けた上で、居宅サービス計画に

記録した場合 

緊急時等カンファレンス  

加算 
2,000円/回 

病院又は診療所の求めにより、当該

病院又は診療所の職員と共に利用者

の居宅を訪問し、カンファレンスを

行い、必要に応じて居宅サービス等

の利用調整を行った場合 

（一月に２回を限度） 

ターミナルケアマネジメン

ト加算 
4,000円/月 

終末期の医療やケアの方針に関する

当該利用者又はその家族の意向を把

握した上で、主治の医師等の助言を

得つつ、利用者の状態やサービス変

更の必要性等の把握や利用者へ支援

を実施した場合 

24時間連絡が取れる体制を確保致し

ます。 
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特定事業所加算（Ⅲ） 3,000円 

利用者に関する情報又はサービス提供

に当たっての留意事項に係る伝達等を

目的とした会議を定期的に開催するこ

と。」等厚生労働大臣が定める基準に適

合する場合（一月につき） 

主任介護支援専門員を含む常勤の介護

支援専門員が 3 名以上配置されている

事。 

特定事業所加算（Ａ） 1,000円 

利用者に関する情報又はサービス提供

に当たっての留意事項に係る伝達等を

目的とした会議を定期的に開催するこ

と。」等厚生労働大臣が定める基準に適

合する場合（一月につき） 

専ら指定居宅介護支援の提供に当たる

常勤の主任介護支援専門員を含む介護

支援専門員が 2 名以上配置されている

事。（非常勤可） 

 地域区分として市原市は 5 級地と定められ、料金の合計に対し 1.070 と上乗せとなり

ます。 

要介護認定の申

請代行 

要介護認定のための申請手続

きの代行を行います。 
無 料 

居宅サービス計

画作成依頼書の

提出代行 

居宅サービス計画作成依頼書

の提出を代行致します。 
無 料 

連絡調整 

居宅サービス計画に基づく居

宅サービス提供が確保される

ようサービス事業者等との連

絡調整を行います。 

無 料 

給付管理業務 

居宅サービス計画作成後も居

宅サービス計画の実施状況の

把握及びこれに基づく給付管

理業務を行います。 

無 料 

＜ その他の利用料 ＞ 

○ 通常の事業実施以外の地域にお住まいの方で､当事業所のサービスを利用される場合

は､サービスの提供に際し､要した交通費の実費（１ｋｍにつき 100円）をお支払いくださ

い。 

○ サービス提供を行う上での記録物の複写費 10円 

 

１１．介護サービスを受けるにあたっての重要事項 

（１） 利用者にお渡しした「サービス利用票」と異なる事業者からサービスを受けた場合

やサービス内容を変更した場合は､必ず担当の介護支援専門員にご連絡ください。

ご連絡がないと利用者が一旦費用の全額を立て替えていただく場合があります。 

（２） 被保険者資格を喪失した場合や要介護状態区分の変更があった場合などお手持ち

の被保険者証に変更があったときには､必ず担当の介護支援専門員にご連絡くださ

い。 
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１２．秘密保持及び個人情報 

事業者は､サービス提供する上で知りえた利用者及びその家族に関する秘密及び個人情

報については､利用者又は第三者の生命､身体等に危険が及ぶ場合など正当な理由がある場

合を除いては、契約中または契約終了後も第三者に漏らすことはありません。但し、利用

者に係るサービス担当者会議での利用など正当な理由がある場合に限り、利用者及び家族

の個人情報を用いることがあります。 

 

１３．契約の期間 

契約の有効期間は、契約締結の日から利用者の要介護認定の有効期間満了日とします。

但し、契約期間満了日の 7 日前までに利用者から更新の意思表示がない場合は、事業者が

利用者に対し契約更新の意志を確認し、契約を同一内容により更新するときは、この契約

は契約期間満了の日の翌日からさらに６ヶ月間同一内容で自動更新され、以後も同様とし

ます。 

 

１４．サービスの終了 

（１）利用者からの解約 

利用者は、契約有効期間中でもこの契約を解除することができます。その場合には、

契約終了を希望する 7日前までに解約届出書を提出ください。但し、事業者が作成し

た居宅サービス計画に同意できない場合は、即時に契約を解約することが出来ます。 

（２）自動終了 

以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。 

・ 利用者が介護保険施設等に入所した場合 

・ 介護保険給付でサービスを受けていた利用者の要介護認定区分が、要支援１・２、

非該当（自立）と認定された場合 

・ 利用者がお亡くなりになった場合 

 

１５．虐待防止と虐待通報受付  

当事業所において職員の利用者に対する虐待防止を図る事を目的として高齢者虐待防 

止対 応規定を制定します。利用者本人及び御家族等、職員等からの通報があった時は、 

高齢者虐 待防止対応規定に基づいて対応します。  

（１） 虐待通報の受付の方法 面接、電話、書面などにより虐待防止受付担当者が受 

付します。  

（２） 高齢者虐待防止対応体制 虐待通報受付担当者は、受け付けた通報内容を虐待防

止対応責任者に報告します。 虐待防止対応責任者は内容を確認した上で原因解

決の検討、当事者との話し合いを行い 迅速な改善を図る事とします。また、第

三者委員会への虐待防止結果の報告、虐待原因 の改善状況について当事者（御

家族も含む）及び第三者委員への報告をします。 

（３） 虐待防止対応責任者 社会福祉法人清風会 本部 主任・副主任 

虐待防止受付担当者 居宅介護支援センターぬくもり 井上真樹  

（４） 第三者委員は、次項の苦情処理に定める委員と兼ね、その他の事項についても準

ずるもの とします。 

（５） 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保 男女雇用機会均等法等に

おけるハラスメント対策に関する事業者の責務を踏まえつつ、 ハラスメント対

策に取り組む。 
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１６．務継続計画（ＢＣＰ）の策定 

感染症や非常災害の発生時において、業務を継続的に実施、再開するための計画を策 

定し、必要な研修及び訓練を定期的に開催するなどの措置を講じる。  

（１） 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 感染症の発生及びまん延等に関す 

る取組の徹底を求める観点から委員会の開催、指針の 整備、研修の実施、訓練（シ

ミュレーション）の実施等取り組む。 

 

１７．相談・苦情 

（１）居宅介護支援についてのご相談や苦情、居宅サービス計画に基づいて提出した介 

護サービスに関するご相談や苦情は、遠慮なく下記までご連絡ください。２４時 

間対応致します。 

電話番号 ０４３６－２４－４２３７ 

ファックス ０４３６－２３－８４５０ 

担当者(介護支援専門員) 三枝清水 

担当者が不在のときは、基本的事項については他の職員が対応し、担

当者に引き継ぎます。 

 

（２）円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制･手順 

① 介護支援専門員が相手方と連絡を取り直接訪問するなどして状況の把握に努めま

す。 

② 事業者が必要ありと判断した場合には、管理者を含め検討会議を行います。 

③ 検討の結果は、速やかに具体的な対応に努めます。 

④ 記録を台帳等に記録し、再発防止に努めます。 

（３）苦情があった居宅サービス事業者に対する対応方針等 

居宅サービス事業者に対し苦情の状況等を確認するとともに改善のための方策につ

いて協議し、利用者の理解を得るものとします。 

 

（４）その他参考事項 

⑤ 利用者が苦情申し立て等を行ったことを理由として何らかの不利益な取り扱いを

する事はありません。 

⑥ 指定居宅サービス事業者に対する苦情の千葉県国民健康保険団体連合会への申し

立てに関して、利用者に対する必要な援助を行います。 

⑦ 指定居宅介護支援事業所ぬくもり以外に、市原市で相談・苦情及び居宅サービス

計画に基づいて提供している各サービスについてのご相談・苦情を承ります。 

 

千葉県国民健康保険団体連合会 介護保険課 苦情処理係 

電話 ： ０４３－２５４－７４２８ 

市原市役所 高齢者支援課 

電話 ： ０４３６－２３－９８７３ 
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居宅介護支援サービスの提供の開始に際し､利用者に対して契約書及び本書面に基づき重

要事項の説明を行いました。 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

事業者   所 在 地 市原市平田１４２８番地 

名   称 社会福祉法人 清風会  施設長   岩崎久見子  印 

（事業所番号   1272401025  千葉県 ） 

説 明 者 所 属 居宅介護支援センターぬくもり 

             氏 名                        印 

  

 

私は､事業者から本書面に基づいて、利用者に係わるサービス担当者会議等での、利用者

及び家族の個人情報を用いることを含める重要事項の説明を受け､居宅介護支援サービス

の提供開始に同意しました。 

 

 

＜ 利用者 ＞ 

住  所                                

氏  名                              印 

＜ 代理人 ＞ 

住  所                                

氏  名                              印 


